
重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

定量的 定性的

・救難救助機（ＵＨ-６０Ｊ）の一括調
達を実施する。

・防衛力整備計画に示された「防衛力の
抜本的強化に当たっては、スクラップ・
アンド・ビルドを徹底して、組織定員と装
備の最適化を実施するとともに、効率的
な調達等を進めて大幅なコスト縮減を
実現してきたこれまでの努力を更に強
化していく。」との方針の下、長期契約
の適用拡大により装備品の計画的・安
定的な取得を通じてコスト低減を図る取
り組みであるため。

A＋ 令和５年度

・５箇年度を超える長期契約
の活用により、調達コストの縮
減と安定的な調達を追求

（縮減見込額：１３６億円 ※契
約ベース）

令和５年度中 A+ 令和５年度
・救難救助機（ＵＨ-６０Ｊ）について、一
括調達による長期契約を締結した。

-

・令和６年４月２６日現在の契約分※におい
て、長期契約を活用した調達により、従前
の各年度ごとに調達する場合と比較し、約
１億円（約２．７％）の縮減を図った。
※ＵＨ－６０Ｊの契約全体の最終的な情報
の整理が未了のため、長期契約法に基づく
現時点における公表分のみの縮減額であ
る。

・救難救助機（ＵＨ－６０Ｊ）　１２機
・長期契約によらなかった場合の契約金額
　約３０億円
・長期契約による契約金額
　約２９億円
・長期契約による縮減額
　約１億円

-
令和６
年３月

※本調達の縮減額については、長
期契約法に基づく、現時点における
公表分のみの評価であるため、情
報の整理が完了次第、最終的な縮
減額について公表する予定である。

・引き続き、更なる効率化・合理化を
図るため、本取組を推進する。

・早期警戒機（Ｅ－２Ｄ）の一括調達
を実施する。

・防衛力整備計画に示された「防衛力の
抜本的強化に当たっては、スクラップ・
アンド・ビルドを徹底して、組織定員と装
備の最適化を実施するとともに、効率的
な調達等を進めて大幅なコスト縮減を
実現してきたこれまでの努力を更に強
化していく。」との方針の下、長期契約
の適用拡大により装備品の計画的・安
定的な取得を通じてコスト低減を図る取
り組みであるため。

A＋ 令和５年度

・５箇年度を超える長期契約
の活用により、調達コストの縮
減と安定的な調達を追求

（縮減見込額：３３８億円 ※契
約ベース）

令和５年度中 A+ 令和５年度
・早期警戒機（Ｅ－２Ｄ）について、一括
調達による長期契約を締結した。

A

・長期契約を活用した調達により、従前の
各年度ごとに調達する場合と比較し、約３３
８億円（約１４．８％）の縮減を図った。

・早期警戒機（Ｅ－２Ｄ）　５機
・長期契約によらなかった場合の契約金額
　約２，２７８億円
・長期契約による契約金額
　約１，９４１億円
・長期契約による縮減額
　約３３８億円

－
令和６
年３月

-
・引き続き、更なる効率化・合理化を
図るため、本取組を推進する。

・海自護衛艦搭載用垂直発射装置
ＶＬＳ ＭＫ４１等の一括調達を実施
する。

・防衛力整備計画に示された「防衛力の
抜本的強化に当たっては、スクラップ・
アンド・ビルドを徹底して、組織定員と装
備の最適化を実施するとともに、効率的
な調達等を進めて大幅なコスト縮減を
実現してきたこれまでの努力を更に強
化していく。」との方針の下、長期契約
の適用拡大により装備品の計画的・安
定的な取得を通じてコスト低減を図る取
り組みであるため。

A＋ 令和５年度

・５箇年度を超える長期契約
の活用により、調達コストの縮
減と安定的な調達を追求

（縮減見込額：３５７億円 ※契
約ベース）

令和５年度中 A+ 令和５年度
・艦艇毎に個別調達していた護衛艦搭
載用垂直発射装置等について、一括調
達による長期契約を締結した。

A

・長期契約を活用した調達により、従前の
各年度ごとに調達する場合と比較し、約３５
９億円（約３１．４％）の縮減を図った。

・もがみ型護衛艦搭載用垂直発射装置及
び機能付加器材並びにむらさめ型及びた
かなみ型護衛艦近代化改修用電装品
・長期契約によらなかった場合の契約金額
　約１，１４４億円
・長期契約による契約金額
　約７８５億円
・長期契約による縮減額
　約３５９億円

-
令和６
年３月

-
・引き続き、更なる効率化・合理化を
図るため、本取組を推進する。

・多用途ヘリコプター（ＵＨ－１Ｊ）及
び攻撃ヘリコプター（ＡＨ－１Ｓ）搭載
エンジン部品の一括調達を実施す
る。

・防衛力整備計画に示された「防衛力の
抜本的強化に当たっては、スクラップ・
アンド・ビルドを徹底して、組織定員と装
備の最適化を実施するとともに、効率的
な調達等を進めて大幅なコスト縮減を
実現してきたこれまでの努力を更に強
化していく。」との方針の下、長期契約
の適用拡大により装備品の計画的・安
定的な取得を通じてコスト低減を図る取
り組みであるため。

A＋ 令和５年度

・５箇年度を超える長期契約
の活用により、調達コストの縮
減と安定的な調達を追求

（縮減見込額：２３５億円 ※契
約ベース）

令和５年度中 A+ 令和５年度

・多用途ヘリコプター（ＵＨ－１Ｊ）及び対
戦車ヘリコプター（ＡＨ－１Ｓ）用エンジン
部品について一括調達による長期契約
を締結した。

A

・長期契約を活用した調達により、従前の
各年度ごとに調達する場合と比較し、約２３
７億円（約５１．５％）の縮減を図った。

・多用途ヘリコプター（ＵＨ－１Ｊ）及び対戦
車ヘリコプター（ＡＨ－１Ｓ）用エンジン部品
・長期契約によらなかった場合の契約金額
　約４６０億円
・長期契約による契約金額
　約２２３億円
・長期契約による縮減額
　約２３７億円

-
令和６
年３月

-
・引き続き、更なる効率化・合理化を
図るため、本取組を推進する。

・魚雷の実装用消耗品の一括調達
を実施する。

・防衛力整備計画に示された「防衛力の
抜本的強化に当たっては、スクラップ・
アンド・ビルドを徹底して、組織定員と装
備の最適化を実施するとともに、効率的
な調達等を進めて大幅なコスト縮減を
実現してきたこれまでの努力を更に強
化していく。」との方針の下、長期契約
の適用拡大により装備品の計画的・安
定的な取得を通じてコスト低減を図る取
り組みであるため。

A＋ 令和５年度

・５箇年度を超える長期契約
の活用により、調達コストの縮
減と安定的な調達を追求

（縮減見込額：１２２億円 ※契
約ベース）

令和５年度中 A+ 令和５年度
・垂直発射魚雷投射ロケットに係るロ
ケットモーター部品について、一括調達
による長期契約を締結した。

A

・長期契約を活用した調達により、従前の
各年度ごとに調達する場合と比較し、約１２
５億円（約４２．３％）の縮減を図った。

・垂直発射魚雷投射ロケットに係るロケット
モーター部品の一括調達
・長期契約によらなかった場合の契約金額
　約２９５億円
・長期契約による契約金額
　約１７０億円
・長期契約による縮減額
　約１２５億円

-
令和５
年１０

月
-

・引き続き、更なる効率化・合理化を
図るため、本取組を推進する。

令和５年度の調達改善計画 令和５年度防衛省自己評価結果

実施した取組内容 進捗度難易度
取組の

開始年度

実施において
明らかとなった

課題等

今後の計画に反映する
際のポイント

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の目標

難易度具体的な取組内容
取組の

開始年度
重点的な取組の

選定理由

取組の効果(どのようなことをして、どうなったか）
実施
時期

取組の項目

○ 長期契約を活用した装備品等の調達

様式１



（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

定量的 定性的

令和５年度の調達改善計画 令和５年度防衛省自己評価結果

実施した取組内容 進捗度難易度
取組の

開始年度

実施において
明らかとなった

課題等

今後の計画に反映する
際のポイント

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の目標

難易度具体的な取組内容
取組の

開始年度
重点的な取組の

選定理由

取組の効果(どのようなことをして、どうなったか）
実施
時期

取組の項目

一般競争入札を行ったものの複数
年一者応札となっている調達を、引
き続き一般競争入札に付そうとする
場合は、防衛装備庁において、要因
分析や改善策の検討などをより厳
格に実施することにより更なる改善
を図る。

A 令和４年度
・契約方式選定の適正化並び
に契約相手方選定の透明性
の向上

令和５年度中 A -

・令和５年度に一者応札となった調達に
ついて、過去複数年に亘って一者応札
となっている調達に関して要因分析を
行った。

A －

・過去複数年に亘って一者応
札となっている調達について、
要因分析により他の会計機関
の受注実績から応札可能な業
者を確認できたため、受注意欲
等の業態調査を行った結果、
入札に参加する業者が増加し
た。

各四半
期ごと

・引き続き、契約の適正性や透明性
を確保するため、要因分析や改善
策の検討等を実施し、一者応札の
改善に努める。

・引き続き、実施状況等の自己評価
を行い、本取組を推進する。

・防衛装備庁に設置された「防衛調
達審議会」及び各地方防衛局に設
置された「入札監視委員会」（いずれ
も外部有識者により構成される第三
者機関）において、引き続き、一者
応札案件についてのサンプリング調
査審議を実施し、また、同会議体に
おいてフォローアップ調査を十分に
実施することにより、改善状況の把
握に努め、審議内容については関
係機関と共有していく。

B
平成20年

度
・入札及び契約の過程並びに
契約の内容の透明性の確保

令和５年度中 B -

・「防衛調達審議会」及び「入札監視委
員会」の審査結果について、情報収集
を行い、必要に応じてその結果を参考
に改善に努めた。

A －

・過去に受注実績のある業者
への入札参加の呼び掛けや競
争参加の条件としている全省
庁統一資格の等級区分を広く
設定する等の取組を行った結
果、複数業者が入札に参加し
た。

各契約
時期

・引き続き、入札及び契約の過程並
びに契約の透明性を確保するた
め、「防衛調達審議会」及び「入札監
視委員会」の審査結果を参考に調
達改善の推進に努める。

・引き続き、更なる効率化・合理化を
図るため、本取組を推進する。

○ 調達事務のデジタル化の推進

・電子調達システム（GEPS）の利用
促進のため、利用状況を調査すると
ともに、省内における障壁を調査
し、改善していく。

B 令和２年度

・GEPSに登録する案件につい
ては、原則すべての入札公告
を電子的公開とし、併せて電
子入札を可能とする。

令和５年度中 B 令和２年度

全省庁統一のGEPSに関する研修の受
講をはじめ、システム運用に関する問い
合わせへの対応を実施しつつ、省内
ポータルサイトやホームページにGEPS
活用促進の案内を掲示し、官民双方へ
の周知を図った。

B

・GEPＳの利用に当たっては、以下の目標
を設定し、調達事務のデジタル化を推進し
ている。
　入札公告の掲載　100%
　電子入札対応率　100%
　電子契約率　40％以上

・入札公告の全件掲載及び電子入札対応
率については、目標に向けて各会計機関に
おいて取り組んでおり、今後実績を確認し
ていく予定である。
・電子契約率については、電子応札に対す
る電子契約の割合は以下のとおり。

　平成30年度：0%
　令和元年度：0%
　令和２年度：2.6%（ 17 / 644 ）
　令和３年度：5.2%（ 41 / 783 ）
　令和４年度：5.6%（ 56 / 1,001 ）

・令和５年度３月末実績においては、電子
契約の割合は7.4%（ 91 / 1,224 ）となってお
り、引き続き一層の電子化を推進していく。

※本件数／利用率は、システムによってデ
ジタル庁が抽出したものである。

全省庁統一のGEPSに関する
研修をはじめ、調達等関係職
員にGEPS活用を周知すること
で、習熟度の向上を図るととも
に、民間業者に対しても普及の
機会を設ける等、積極的に電
子入札への対応を周知した結
果、電子応札を利用する業者
が増加した。

各時期

職員のGEPSにおける習熟度の程
度によって、民間業者に対する普及
に係る取組に差がみられるため、引
き続き研修の受講等により、職員全
体のGEPSに対する理解度の向上
に努める。

・引き続き、実施状況等の自己評価
を行い、本取組を推進する。

○ 調達改善に向けた審査・管理の充実



その他の取組

定量的 定性的

継続

・一般競争契約の入札に占める一者応札
の割合は以下のとおり。

直近５か年度の実績
　平成30年度 26.6%( 6,881 / 25,910 件)
　令和元年度 30.6%（ 5,305 / 17,337 件)
　令和２年度　31.1%（ 6,288 / 20,204 件)
　令和３年度　30.2%（ 6,234 / 20,669 件)
　令和４年度　29.4%（ 8,612 / 29,304 件)

・全ての官署において、１者応札となった
場合は、アンケート調査や業者とのヒアリ
ングを実施し、現状把握や要因を分析し
た。主な要因については、人材や資材等
の確保に必要な受注を希望する業者の
準備期間の不足であったため、公告期間
の前倒しや調達要求時期の見直し等の
改善に努めた。
・防衛装備品等の調達情報について、防
衛装備庁内の掲示版に二次元コードを掲
示し、容易に防衛省の調達情報にアクセ
スできるようにしている。

継続
・仕様書の見直しや業態調査を行った結
果、案件によっては、前年度は１者であっ
た応札者が２者となった。

・仕様書等の作成において、仕様の記載
内容や応札条件は必要最低限に設定し、
応札者数の拡大による契約の競争性を
確保した。
・汎用消耗品の調達において、類似分野
ごとに分類して調達する体制が推進した
結果、応札者数が増加し、競争性の拡大
がなされた。

継続

・調達手続きに要する期間を短縮し、事業
者の準備期間や契約履行に必要な期間を
確保した結果、案件によっては、前年度は
１者であった応札者が４者に増加した。

・調達に当たって、業者へのヒアリング結
果を踏まえ、事業者の準備期間や契約履
行に必要な期間を確保し、応札者の増加
や履行遅延の減少等による適正な契約を
確保した。

継続

・調達の全体規模に占める随意契約の件
数の割合は以下のとおり。

直近５か年度の実績
　平成30年度 22.3%( 11,615 / 52,163 件)
　令和元年度 26.3%（ 10,559 / 40,148 件）
　令和２年度　25.1%（ 10,919 /43,458 件）
　令和３年度　24.2%（ 10,827 / 44,831 件）
　令和４年度　17.6%（  9,288 / 52,824 件）

・競争性のない随意契約について、従来、
少額随意契約で締結していた案件をオー
プンカウンター方式による競争性のある
契約方式への移行に努めており、契約の
適正性を確保した。
・随意契約によらざるを得ない調達につい
ては、新規参入が可能である旨とその参
入要件をウェブサイトで常続的に公示して
いる。

継続

・オープンカウンター方式による契約を行っ
た結果、特定の官署において約９０者の新
規業者から見積書の提出があり、新規業
者の応札機会を拡大した。

・少額随意契約において、同種同時期の
調達案件を集約した上で一般競争入札等
を実施するとともに、従来、少額随意契約
で締結していた案件を一般競争入札や
オープンカウンター方式を採用し、応札機
会の拡大による契約の競争性を確保し
た。

継続

・常続的公示を行った結果、特定の官署に
おける２件の一者応札について、事後的検
証に基づき、契約方式を公募へ変更したこ
とで随意契約の透明性・公正性を確保を図
ることができた。

・調達に当たって、仕様の見直しをはじ
め、業態調査の実施により、契約方式を
検討し、より適切な契約方式を採用した。
また、競争性がない調達については、随
意契約へ移行するとともに、引き続き一
般競争入札を実施する場合は一者応札
適正化評価会議において妥当性を確認し
ている。

【少額随意契約の更なる改善】
・少額随意契約とすることが可能な金額においても、一般競
争入札とすることや少額随意契約となるような様々な調達案
件を集約化して一般競争入札に付することにより、競争性
の確保に努める。
・複数の官署において、少額随意契約による場合でも見積
書を徴する相手方を官側から指定するのではなく、調達内
容をホームページ等に公示し見積合せを行うオープンカウ
ンター方式による随意契約を行うことにより、応札機会の拡
大を図る。

　　一者応札の改善

【一者応札となった原因等の把握】
・応札意思があったものの、応札に参加しなかった事業者に
対して要因についてのヒアリングやアンケート等を実施し、
一者応札となった要因を把握し、分析する。

【発注条件や仕様書の見直し】
・仕様書等において、競争を事実上制限するような応札条
件を付さず、必要最低限の設定とする。
　なお、仕様書等の見直しに当たっては、複数者の参入が
見込まれないなかで仕様の緩和をした場合には、既存業者
のみ有利となり、競争性の拡大につながらない場合がある
ことも留意する。

　　適切な随意契約の締結

【適正な契約方式の適用】
・従前の競争性のない随意契約について、発注条件や仕様
書を見直すこと等により、競争性のある契約方式への移行
に努める。
・競争性のない随意契約によらざるを得ないと考えられる調
達についても、各会計機関に設置された、随意契約の採用
の適否を審査する会議体において、随意契約の理由とその
内容を審査することにより、適切な契約方式を確保する。

【事業者の準備期間及び契約履行期間の確保】
・公告時期を前倒すことにより、事業者の準備期間を確保す
ることに努める。事業者の準備期間の確保に当たっては官
側の事務処理期間を含めた真に必要な期間を検討のうえ
設定する。
・入札実施後の契約履行期間を確保することで、履行期間
が足りず応札を断念している事業者が入札に参加できるよ
う、契約履行期間を確保する。

【随意契約の見直し】
・およそ競争性が期待できない防衛装備品等の調達につい
て、形式的な入札等を行うのではなく、一者応札となった要
因を分析し、その要因が随意契約の理由として妥当なもの
については類型化するなど、より適切な契約方式の活用に
努める。
・随意契約の実施にあたっては、常続的に新規参入者の有
無を確認することで、透明性・公正性を確保する。

調達改善計画 令和５年度防衛省自己評価結果（対象期間：令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

具体的な取組内容
新規
継続
区分

取組の効果
(どのようなことをして、どうなったか）

様式２



定量的 定性的

調達改善計画 令和５年度防衛省自己評価結果（対象期間：令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

具体的な取組内容
新規
継続
区分

取組の効果
(どのようなことをして、どうなったか）

継続

・潜水艦用主蓄電池の契約において、契約
相手方から製造工程の改善・合理化による
原価改善の申告に基づき、約５億円のコス
トを削減した。

・引き続き、インセンティブ契約制度を促
進し、コスト削減に努める。

継続

・市ヶ谷地区の一括調達において、所在機
関の要望調査を行い、前年度は２８２品目
であった事務用消耗品の対象品目が２８５
品目に増加した。

・一括調達及び共同調達において、これ
までの取組を踏まえ、調達グループや対
象品目を充実した。

継続

・建設工事に占める一般競争入札の割合
は以下のとおり。

直近５か年度の実績
　平成30年度 98.3%（ 1,490 / 1,515 件）
　令和元年度 96.5%（ 1,076 / 1,115 件）
　令和２年度　96.6%（ 1,412 / 1,462 件）
　令和３年度　95.3%（ 1,248 / 1,310 件）
　令和４年度　95.4%（ 1,293 / 1,355 件）

・建設工事（部隊外注工事を除く。）に占め
る一般競争入札のうち、総合評価落札方式
の割合は以下のとおり。

直近５か年度の実績
　平成30年度 94.4%（ 685 / 726 件）
　令和元年度 95.9%（ 401 / 418 件）
　令和２年度　97.4%（ 489 / 502 件）
　令和３年度　96.7%（ 500 / 517 件）
　令和４年度　98.8%（ 556 / 563 件）

・建設工事の一般競争入札による状況・
推移について、統計分析を行った結果、
大部分は一般競争入札（総合評価落札
方式を含む。）が適用されていることを確
認した。
また、入札結果を可視化できるモニタリン
グ・システムについては、契約の透明性・
公正性を確保するため、システム機能の
改善・充実化を検討していく。
引き続き、業界団体との情報交換等や他
府省庁の実施状況を踏まえ、更なる改善
に努める。

継続
・インターネット調達を活用した結果、特定
の官署において図書の調達手続きの簡素
化により、１か月程度納期を早期化した。

・引き続き、インターネット調達を推進し、
納期の早期化や事務負担の軽減に努め
る。

　　インセンティブ契約制度の促進

・事務負担の軽減、割引制度の活用を期待し、海外出張経
費等の精算、高速道路料金の支払い（ＥＴＣカード）におい
て、引き続き、本取組を推進する。
・図書や汎用品等の調達について、納期の早期化、価格の
低減及び事務の効率化を図るため、インターネット調達（ク
レジットカード決済）を推進する。

・透明性・公正性を確保する観点から一般競争入札による
調達を実施するとともに、低価格入札による品質低下を防
ぎ、品質の確保を図るため、総合評価落札方式の導入拡大
を図り、ほとんどの案件において、一般競争入札（総合評価
落札方式を含む。）を適用するなど、適切な調達の実施に努
めている。引き続き、取組を推進するとともに、調達の現状
を踏まえた改善を実施し、より適切な調達に努める。

　　クレジットカード決済に関する取組

・市ヶ谷地区や地方支分部局等において、近傍の部隊や機
関の官署間での一括調達の拡大や対象品目の拡大に努め
る。
・他省庁との共同調達の推進に努める。

　　工事の調達

・企業からコスト低減に向けた意欲を引き出すため、企業が
契約締結時に念頭に置いていなかった技術等によるコスト
削減策を提案し、防衛省に採用された場合に、コスト削減効
果の一部をインセンティブ料としてコスト削減後の契約価格
に加算する制度を実施し、その促進に努める。

　　汎用的な物品役務における共同調達等の有効活用



外部有識者の氏名・役職【早稲田大学商学学術院大学院会計研究科　林　敬子　教授】　　意見聴取日【R6.6.10】

意見聴取事項 意見等 意見等への対応

○長期契約を活用した装備品等の調達
　長期契約を活用した装備品等の調達におけるコスト低減
について、ご意見をお聞かせください。

○インセンティブ契約制度の促進
　インセンティブ契約制度のコスト低減について、ご意見を
お聞かせください。

○装備品及び役務の調達について、長期契約やインセン
ティブ契約の締結により、コスト削減を実現する等の実効性
のある取組を実施されていることを理解しました。コスト削
減額はどのように試算されているのか。

○それぞれのコスト削減については、以下のとおり整理して
いる。

【長期契約】
　長期契約における経費の縮減額は、長期契約によらずに
調達した場合の見込額と、長期契約による実際の契約額と
の差額によって算定している。
　なお、長期契約によらずに調達した場合の見込額は、従
来の契約方法に基づき算定することとしているが、従来の
契約方法とは、長期契約によらない場合において見込まれ
る契約期間の調達を各年度ごとに繰り返し契約する手法で
ある。

【インセンティブ契約】
　インセンティブ契約のコスト削減額は、契約相手方からの
原価改善の申告に基づき、実現した作業工数の変更等を
確認書によって合意した金額をもって確定する。
　なお、当該年度のコスト削減額は、原価改善の申請契約
及びこれまで合意した原価改善を反映したコスト削減額の
総額である。

外部有識者からの意見聴取の実施状況

（対象期間：令和５年４月１日～令和６年３月31日）

様式３


